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現  場  説  明  書 
  
１ 請負契約書案について 

契 約 書 の 条 項 
説  明  事  項 

製作 用地調査 測量調査 設計 

－ －  ９－５  ９－５  この契約の履行に関し、受注者から発注者に直接提出

する書類を次のとおり指定する。 
  一 前払金請求書及び前払金に係る保証証書 
 二 発注者の請求に基づく期間の短縮に係る承諾書 

－  ７－１  ９－１  ９－１   監督員及び調査職員の通知は、監督を統括する建設所

長等が行う。 

－  ８－１ 
 ９－１ 

１０－１ 
－ 

１０－１ 
１１－１ 

  主任技術者、管理技術者及び照査技術者の氏名を通知

する場合は、それぞれ経歴書を添付すること。 
 

１４－１ － － －  賃金又は物価の変動による請負代金額の変更（以下「ス

ライド」という。）の請求は、請負契約締結の日から、（再

スライドの請求は、前回スライドの請求を受理した日か

ら）１２ヶ月を経過した後でなければこれを行うことが

できない。 
 上記の請求があったときは、変動前残代金額（請負代金

額から出来形部分に相応する請負代金額を控除した額）

から変動後残代金額（変動後の賃金又は物価を基準とし

て算出した変動前残代金額に相応する額）との差額のう

ち変動前残代金額の１，０００分の１５を超える額につ

いて請負代金額の変更に応ずるものとする。 

１７－ 
 １～６ 

－ － －   損害額の確認及び負担する損害額の決定は、損害発生

の通知があった都度行うが、１件の損害額が請負代金額

の１，０００分の５の額（この額が２０万円を超えるとき

は２０万円）に満たないものは損害額に含めない。 
 この場合は、「請負代金額」とは、事実発生の通知があ

ったときの請負代金額をいう。 

１７－７ － － －   損害の取片づけに要する費用は、第２４条第２項によ

り確認された損害の取片づけに必要な費用で損害額の負

担とは別に負担する。 

－ ２３－１ ２４－１ ２５－１  一 請負代金額の変更の時期は、原則としてその必要  

が生じた都度行うが、変更見込金額が請負代金額の  

１０分の１以内の場合は履行期間末に行う。 
  二 請負代金額の変更については、発注者の変更積算  
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額に請負比率（請負代金額を現契約の発注者の積算  

額で除した比率）を乗じて算出する金額を基に予定  

価格を設定し、その制限の範囲内で、発注者と受注  

者とが協議して定める。 

２１－１ ３２－１ ３３－１ ３４－１  前払金の支払いは、 
   (ｲ) 請負代金額の１０分の３を超えない額とする。 

－ － －     (ﾛ)  第３６条を適用し、各事業年度の出来高予定   

額の１０分の３を超えない額とする。 

－ ３５－３ ３６－３ ３７－３  業務の完了前に引渡しを行った部分（指定部分に係る

箇所を含む。）については、完了部分に係る請負代金相当

額を部分払として請求することができる。 

３４－３ － － －  第３４条第３項による通知は、保険の種類、保険の目

的、保険の期間、保険金額及び保険会社名等を明らかにし

た書面によるものする。 

 
２ 公正な入札の確保について 

この業務の入札（又は見積書の提出）に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和２２年法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。 
 
３ 契約の保証について 

(1) 落札者は、契約書の提出とともに、以下の①から⑤までに掲げるいずれかの書類を契約職又は分任

契約職（以下「契約職等」という。）に提出しなければならない。 
 
① 契約保証金に係る保管金領収証書及び保管金提出書 
［注］ｲ. 保管金領収証書は、独立行政法人水資源機構（以下「機構」という。）指定の口座に契約保

証金の金額に相当する金額の金銭を振り込んで、交付を受けること。 
ﾛ. 請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いについては、契約職等

の指示に従うこと。 
ﾊ. 受注者の責めに帰すべき事由により契約が解除されたときは、契約保証金は、機構の規定

により機構に帰属する。 
なお、違約金の金額が契約保証金の金額を超過している場合は、別途、受注者から超過分

を徴収する。 
ﾆ. 受注者は、業務完了後、請負代金額の支払請求書の提出とともに保管金振込請求書を提出

すること。 
ﾎ. 契約保証金の金額は、請負代金額の１０分の１以上（政府調達に関する協定その他の国際

約束の適用を受ける物品等又は特定役務の調達手続を定める達（水公達平成８年第６号）に

規定する政府調達に関する協定その他の国際約束（以下「協定等」という。）の適用を受け

る場合にあっては請負代金額の１０分の３以上）の金額とする。 
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② 契約保証金に代わる担保としての有価証券（水資源債券に限る。）に係る登録社債質権登録済証

（付属書類として移転登録請求書及び社債登録済証を含む。）及び担保差入証 
［注］ｲ. 登録社債質権登録済証は、当該有価証券の登録機関に質権設定登録請求書を提出し、交付

を受けること。 
ﾛ. 請負代金額の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いについては、契約職等

の指示に従うこと。 
ﾊ. 受注者の責めに帰すべき事由により契約が解除されたときは、質権登録有価証券は、機構

の規定により機構に帰属する。 
なお、違約金の金額が契約保証金の金額を超過している場合は、別途、受注者から超過分

を徴収する。 
ﾆ. 受注者は、業務完了後、請負代金額の支払請求書の提出とともに質権登録抹消請求書を提

出すること。 
 

③ 債務不履行による損害金の支払いを保証する金融機関等の保証に係る保証書 
［注］ｲ. 債務不履行により生ずる損害金の支払の保証ができる者は、出資の受入れ、預り金及び金

利等の取締りに関する法律（昭和２９年法律第１９５号)に規定する金融機関である銀行、信

託会社、保険会社、信用金庫、信用金庫連合会、労働金庫、労働金庫連合会、農林中央金庫、

株式会社商工組合中央金庫、株式会社日本政策投資銀行、信用協同組合、農業協同組合、水

産業協同組合若しくはその他の貯金の受入れを行う組合（以下「銀行等」という。）又は保

証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条

第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）（以下｢金融機関等」と総称する。）と

する。 
ﾛ. 保証書の宛名の欄には、契約職等名、職名及び氏名を記載するように申し込むこと。 
ﾊ. 保証債務の内容は契約書に基づく債務の不履行による損害金の支払いであること。 
ﾆ. 保証書上の保証に係る業務の業務名の欄には、契約書に記載される業務名が記載されるよ

うに申し込むこと。 
ﾎ. 保証金額は、契約保証金の金額以上の金額とすること。 
ﾍ. 保証期間は、履行期間を含むものとすること。 
ﾄ. 保証債務履行の請求の有効期間は、保証期間経過後６カ月以上確保されるものとすること。 
ﾁ. 請負代金額の変更又は履行期間の変更等により保証金額又は保証期間を変更する場合等の

取扱いについては、契約職等の指示に従うこと。 
ﾘ. 受注者の責めに帰すべき事由により契約が解除されたときは、金融機関等から支払われた

保証金は、機構の規定により機構に帰属する。 
なお、違約金の金額が保証金額を超過している場合は、別途、受注者から超過分を徴収す

る。 
ﾇ. 受注者は、銀行等が保証した場合にあっては、業務完了後、契約職等から保証書の返還を

受け、銀行等に返還するものとする。 
 

④ 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証に係る証券 
［注］ｲ. 公共工事履行保証証券とは、保険会社、銀行、農林中央金庫その他財務大臣の指定する金
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融機関（以下「保険会社等」という。）が保証金額を限度として債務の履行を保証する保証

である。 
ﾛ. 公共工事履行保証証券の宛名の欄には、契約職等名、職名及び氏名を記載するように申し

込むこと。 
ﾊ. 証券上の主契約の内容としての業務名の欄には、契約書に記載される業務名が記載される

ように申し込むこと。 
ﾆ. 保証金額は、請負代金額の１０分の１以上（協定等の適用を受ける場合にあっては請負代

金額の１０分の３以上）の金額とする。 
ﾎ. 保証期間は、履行期間を含むものとすること。 
ﾍ. 請負代金額の変更又は履行期間の変更等により保証金額又は保証期間を変更する場合等の

取扱いについては、契約職等の指示に従うこと。 
ﾄ. 受注者の責めに帰すべき事由により契約が解除されたときは、保険会社等から支払われた

保証金は、機構の規定により機構に帰属する。 
なお、違約金の金額が保証金額を超過している場合は、別途、受注者から超過分を徴収す

る。 
 

⑤ 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約に係る証券 
［注］ｲ. 履行保証保険とは、保険会社が債務不履行時に、保険金を支払うことを約する保険である。 

ﾛ. 履行保証保険は、定額てん補方式を申し込むこと。 
ﾊ. 保険証券の宛名の欄には、契約職等名、職名及び氏名を記載するように申し込むこと。 
ﾆ. 証券上の契約の内容としての業務名の欄には、契約書に記載される業務名が記載されるよ

うに申し込むこと。 
ﾎ. 保険金額は、請負代金額の１０分の１以上（協定等の適用を受ける場合にあっては請負代

金額の１０分の３以上）の金額とする。 
ﾍ. 保険期間は、履行期間を含むものとすること。 
ﾄ. 請負代金額の変更により保険金額を変更する場合の取扱いについては、契約職等の指示に

従うこと。 
ﾁ. 受注者の責めに帰すべき事由により契約が解除されたときは、保険会社から支払われた保

険金は、機構の規定により機構に帰属する。 
なお、違約金の金額が保険金額を超過している場合は、別途、受注者から超過分を徴収す

る。 
 

(2) (1)の規定にかかわらず、落札者は、契約書の作成を省略できる契約である場合には、契約の保証

を付さなくてもよいものとする。 
 
４ 履行期間を変更する場合等における保証事業会社に対する通知等について 

(1) 前払金保証約款第７条の２（履行期間を変更する場合等における措置）による被保証者（機構）

の保証事業会社に対する通知は、当該変更契約書等の写しを送る方法をもって受注者が代行するこ

と。 
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(2) 受注者は、保証事業会社から保証期限変更通知書の交付を受けた場合は、同通知書を契約職等に提

出すること。 
 
５ 契約書等の提出について 

(1) 契約書を作成する場合においては、落札者は、契約職等から交付された契約書に記名押印し、落札

決定の日の翌日から起算して７日以内（土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）に規定する休日並びに１２月２９日から翌年の１月３日までの間及び８月１３日から

１６日までの間は、含まないものとする。）に、これを契約職等に提出しなければならない。ただし、

やむを得ない事情により、この期間内に契約書を提出することが困難であるときは、落札者は、あら

かじめ、書面によりその旨を契約職等に申し出、契約職等の承諾を得ることにより、この期間を延長

することができる。 
(2) 落札者が前項に規定する期間内に契約書を提出しないときは、落札は、その効力を失う。 
 
(3) 契約書の作成を要しない場合（製作請負については、請負代金額が２５０万円以下、調査測量及び

設計請負については、１００万円以下の業務で、契約職等が契約書の作成の必要がないと認めて指示

した場合）においては、落札者は、落札決定後速やかに請書その他これに準ずる書面を契約職等に提

出しなければならない。ただし、契約職等がその必要がないと認めて指示したときは、この限りでは

ない。 
 

６ 契約の確定について 
契約書を作成する場合においては、契約職等が落札者とともに契約書に記名押印しなければ、契約は

確定しないものとする。 
 
７ 前払金の請求について 

請負代金額が３００万円（測量業務に係る契約にあたっては２００万円）未満の業務については、入

札説明書もしくは入札通知書の記載にかかわらず、当該契約に係る前払金の請求はできないものとする。 
 
８ 暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

(1) 機構が発注する業務において、暴力団員等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否

すること。 
また、不当介入を受けた時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。

下請負人等が不当介入を受けたことを認知した場合も同様とする。 
 

(2)  (1)により警察に通報又は捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容を記載した書面

により発注者に報告すること。 
 
(3)  (1)及び(2)の行為を怠ったことが確認された場合は、指名停止等の措置を講じることがある。 


